
 

 

平成 26年 12月 24日 

各  位 

会社名 株式会社シード 
代表者 代表取締役社長 浦壁 昌広 

（コード番号 ７７４３・東証二部） 

問い合わせ先 取締役管理本部長 鎌田 清 

ＴＥＬ  ０３-３８１３-１１１１（大代表） 

 

過年度開示の訂正に関するお知らせ  

 

当社は、平成26年12月24日付「外部専門家検証委員会からの報告書に基づく当社の対応に関するお知らせ」に

おいて公表しておりますとおり、下記の開示書類について訂正をすることとなり、訂正報告書を関東財務局へ提

出いたしますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正する開示書類 

①第58期有価証券報告書（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

②第57期有価証券報告書（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

上記、第57期有価証券報告書の訂正報告書 

③有価証券届出書（平成26年２月17日付有価証券届出書） 

 

提出予定日：平成26年12月25日 

 

２．訂正の理由 

平成26年12月24日付「外部専門家検証委員会からの報告書に基づく当社の対応に関するお知らせ」において

公表しておりますとおり、当社の取引先である株式会社エウレカについては、当社の関連当事者に該当するこ

ととなりましたので、上記書類内の関連当事者情報を訂正するとともに、関連当事者の種類に一部誤りがあり

ましたため訂正するものであります。 

 

３．訂正内容について 

別添資料を参照ください。 

 

 

 

以 上 



【表紙】 

 

【提出書類】  有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】  金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】  関東財務局長 

【提出日】  平成26年12月25日 

【事業年度】  第58期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

【会社名】  株式会社シード 

【英訳名】  SEED CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 浦壁 昌広 

【本店の所在の場所】 東京都文京区本郷二丁目40番２号  

【電話番号】  （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 鎌田 清 

【最寄りの連絡場所】 東京都文京区本郷二丁目40番２号 

【電話番号】  （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 鎌田 清 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第58期有価証券報告書

（添付資料）



１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
平成26年６月27日に提出した第58期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２【訂正事項】 
第一部 企業情報  

第５ 経理の状況  

１【連結財務諸表等】  

     （1）【連結財務諸表】 

 【注記事項】 

【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

 

３【訂正箇所】 
訂正箇所は＿＿＿線で示しております。 

 

第一部【企業情報】 

 第５【経理の状況】 

 １【連結財務諸表等】 

 （1）【連結財務諸表】 

  【注記事項】 

   【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

 

（訂正前）  

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 
東京都
練馬区 － － 

（被所有） 
直接63.9％ － 

社債の償還 1,500,000 - - 
利息の支払 
（注）１ 

5,320 - - 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 18,402,380 

家庭用電
気製品の
販売 

（所有）  
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

234,819 売掛金 50,692 

商品券等の
購入（注）３ 18,656 - - 

土地の購入
（注）４ 

553,000 - - 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 
２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。 
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．土地の購入価格については、購入予定地周辺の産業団地３物件の㎡単価と交通の利便性等を比較検討し

たうえで、外部の不動産鑑定評価書を基に購入㎡単価を協議・決定しております。 
５．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  



当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 18,402,380 

家庭用電
気製品の
販売 

（所有）  
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売  
（注）１ 

412,610 売掛金 106,422 

商品券等の
購入（注）２ 

33,000 - - 

㈱アイケア
ジャパン 

東京都 
豊島区 100,000 

コンタク
トレン
ズ・メガネ
の販売 

－ 
当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売  
（注）１ 

11,124 売掛金 1,891 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。 
２．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。  
３．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成 24年４月１日 至平成 25年３月 31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ラネッ
ト 

東京都
豊島区 

10,000 
移動体通
信機器の
販売 

－ 
携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理  
（注）1 

10,893 売掛金 6,829 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 
２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

当連結会計年度（自平成 25年４月１日 至平成 26年３月 31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ラネッ
ト 

東京都
豊島区 

10,000 
移動体通
信機器の
販売 

－ 携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理  
（注）1 

54,664 売掛金 6,473 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 
２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

  



（訂正後） 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 
東京都
練馬区 

－ － 
（被所有） 
直接63.9％ 

－ 

社債の償還 1,500,000 - - 

利息の支払 
（注）１ 

5,320 - - 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有）  
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売  
（注）２ 

234,819 売掛金 50,692 

商品券等の
購入（注）
３ 

18,656 - - 

土地の購入
（注）４ 

553,000 - - 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社の子
会社 

㈱エウレ
カ 

東京都
文京区 

0 
医療機器
等卸 

－ 
当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売  
（注）５ 

8,855 売掛金 2,685 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 
２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。  
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．土地の購入価格については、購入予定地周辺の産業団地３物件の㎡単価と交通の利便性等を比較検討し

たうえで、外部の不動産鑑定評価書を基に購入㎡単価を協議・決定しております。 
５．販売価格については、主として当社グループ会社等に対する価格によっております。 
６．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有）  
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売  
（注）１ 

412,610 売掛金 106,422 

商品券等の
購入（注）
２ 

33,000 - - 

㈱アイケ
アジャパ
ン 

東京都
豊島区 

100,000 

コンタク
トレン
ズ・メガネ
の販売 

－ 
当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売  
（注）１ 

11,124 売掛金 1,891 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社の子
会社 

㈱エウレ
カ 

群馬県
高崎市 

0 
医療機器
等卸 

－ 
当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売  
（注）３ 

86,620 売掛金 24,314 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。  
２．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。  
３．販売価格については、主として当社グループ会社等に対する価格によっております。  
４．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

  



（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

主要株主が
議決権の過
半数を所有
している会
社 

㈱ラネット 
東京都 
豊島区  

10,000 
移動体通
信機器の
販売 

－ 
携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理
（注）１  

10,893 売掛金  6,829 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 
２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

主要株主が
議決権の過
半数を所有
している会
社 

㈱ラネット 
東京都 
豊島区  

10,000 
移動体通
信機器の
販売 

－ 
携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理
（注）１  

54,664 売掛金  6,473 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 
２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 



【表紙】 

 

【提出書類】  有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】  金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】  関東財務局長 

【提出日】  平成26年12月25日 

【事業年度】  第57期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

【会社名】  株式会社シード 

【英訳名】  SEED CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 浦壁 昌広 

【本店の所在の場所】 東京都文京区本郷二丁目40番２号  

【電話番号】  （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 鎌田 清 

【最寄りの連絡場所】 東京都文京区本郷二丁目40番２号 

【電話番号】  （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 鎌田 清 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②第57期有価証券報告書



１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
平成25年10月18日に提出した第57期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

  

２【訂正事項】 
第一部 企業情報  

第５ 経理の状況  

１【連結財務諸表等】  

     （1）【連結財務諸表】 

 【注記事項】 

【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

 

３【訂正箇所】 
訂正箇所は＿＿＿線で示しております。 

 

第一部【企業情報】 

 第５【経理の状況】 

 １【連結財務諸表等】 

 （1）【連結財務諸表】 

  【注記事項】 

   【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

（訂正前）  

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 東京都
練馬区 

－ － （被所有） 
直接63.9％ 

－ 
社債の償還 800,000 社債 1,500,000 
利息の支払 
（注）１ 26,995 未払費用 5,235 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有） 
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

112,218 売掛金 33,057 

商品券等の
購入（注）
３ 

13,318 未払金 3,104 

㈱アイケア
ジャパン 

東京都 
豊島区 

100,000 

コンタク
トレン
ズ・メガネ
の販売等 

－ 当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

22,477 売掛金 1,202 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 
２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。  
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（社債及び未払費用を除く）には消費税等が含まれ

ております。 

  

  



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 
東京都
練馬区 － － 

（被所有） 
直接63.9％ － 

社債の償還 1,500,000 － － 
利息の支払 
（注）１ 

5,320 － － 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有） 
直接 0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

234,819 売掛金 50,692 

商品券等の
購入（注）
３ 

18,656 － － 

土地の購入
（注）４ 553,000 － － 

㈱ラネット 
東京都 
豊島区  10,000 

移動体通
信機器の
販売 

－ 
携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理
（注）５ 

10,893 売掛金 6,829 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 
２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。 
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．土地の購入価格については、購入予定地周辺の産業団地３物件の㎡単価と交通の利便性等を比較検討し

たうえで、外部の不動産鑑定評価書を基に購入㎡単価を協議・決定しております。 
５．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 
６．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

（訂正後） 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 東京都
練馬区 

－ － （被所有） 
直接63.9％ 

－ 
社債の償還 800,000 社債 1,500,000 
利息の支払 
（注）１ 26,995 未払費用 5,235 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有） 
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

112,218 売掛金 33,057 

商品券等の
購入（注）
３ 

13,318 未払金 3,104 

㈱アイケア
ジャパン 

東京都 
豊島区 

100,000 

コンタク
トレン
ズ・メガネ
の販売等 

－ 当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

22,477 売掛金 1,202 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 
２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。 
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（社債及び未払費用を除く）には消費税等が含まれ

ております。 

  



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

主要株主 新井 隆二 東京都
練馬区 

－ － （被所有） 
直接63.9％ 

－ 
社債の償還 1,500,000 - - 
利息の支払 
（注）１ 5,320 - - 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ビックカ
メラ 

東京都 
豊島区 

18,402,380 
家庭用電
気製品の
販売 

（所有） 
直接0.2％ 

当社製商品
の販売、商
品券等の購
入 

当社製商品
の販売 
（注）２ 

234,819 売掛金 50,692 

商品券等の
購入（注）
３ 

18,656 - - 

土地の購入
（注）４ 

553,000 - - 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社の子
会社 

㈱エウレ
カ 

東京都
文京区 

0 
医療機器
等卸 

－ 
当社製商品
の販売 

当社製商品
の販売 
（注）５ 

8,855 売掛金 2,685 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１．社債利率及び借入利率につきましては、市場金利を勘案し協議の上で決定しております。 

２．販売価格については、市場価格を参考に協議の上で決定しております。 
３．商品券等の購入価格については、店頭での購入価格とほぼ同一であります。 
４．土地の購入価格については、購入予定地周辺の産業団地３物件の㎡単価と交通の利便性等を比較検討し

たうえで、外部の不動産鑑定評価書を基に購入㎡単価を協議・決定しております。 
５．販売価格については、主として当社グループ会社等に対する価格によっております。 
６．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

主要株主
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社 

㈱ラネッ
ト 

東京都
豊島区 

10,000 
移動体通
信機器の
販売 

－ 携帯電話の
販売代理 

携帯電話の
販売代理 
（注）1 

10,893 売掛金 6,829 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．携帯電話の販売代理につきましては、一般の取引条件を参考に協議の上で決定しております。 

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 



【表紙】 

 

【提出書類】     有価証券届出書の訂正届出書 

【提出先】     関東財務局長 

【提出日】     平成26年12月25日 

【会社名】     株式会社シード 

【英訳名】     SEED CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】    代表取締役社長 浦壁 昌広 

【本店の所在の場所】    東京都文京区本郷二丁目40番２号  

【電話番号】     （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】    取締役管理本部長 鎌田 清 

【最寄りの連絡場所】    東京都文京区本郷二丁目40番２号 

【電話番号】     （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】    取締役管理本部長 鎌田 清 

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式 

【届出の対象とした募集（売出）金額】  一般募集       1,232,324,550円 

オーバーアロットメントによる売出し  195,273,000円 

（注）１ 募集金額は、発行価額の総額であります。 

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価

額にて買取引受けを行い、当該発行価額と異な

る価額（発行価格）で一般募集を行うため、一

般募集における発行価格の総額は上記の金額

とは異なります。 

２ 売出金額は、売出価額の総額であります。 

【安定操作に関する事項】                １ 今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株

式について、市場価格の動向に応じ必要があるときは、

金融商品取引法施行令第20条第１項に規定する安定

操作取引が行われる場合があります。 

２ 上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商

品市場を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証

券取引所であります。 

【縦覧に供する場所】    株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

③有価証券届出書（公募）



１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】 
平成26年２月17日に提出した有価証券届出書の記載事項のうち、組込情報である第57期（自 平成24年４月１日 至 

平成25年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項が生じ、平成26年12月25日付け

で有価証券報告書の訂正報告書を提出したことから、当該有価証券報告書の訂正報告書を組込情報とするため、有価

証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 
第四部【組込情報】 

 

３【訂正箇所】 
訂正箇所は＿＿＿線で示しております。 

 

第四部【組込情報】 

 

（訂正前）  

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。 

 
有価証券報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年６月27日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年10月18日 

関東財務局長に提出 

 
四半期報告書 

事業年度 

（第58期第３四半期） 

自 平成25年10月１日 

至 平成25年12月31日 

平成26年２月14日 

関東財務局長に提出 

 なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用し

て提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイド

ライン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。 

 

 

（訂正後）  

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。 

 
有価証券報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年６月27日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年10月18日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成26年12月25日 

関東財務局長に提出 

 
四半期報告書 

事業年度 

（第58期第３四半期） 

自 平成25年10月１日 

至 平成25年12月31日 

平成26年２月14日 

関東財務局長に提出 

 なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用し

て提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイド

ライン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。 

 



【表紙】 

 

【提出書類】     有価証券届出書の訂正届出書 

【提出先】     関東財務局長 

【提出日】     平成26年12月25日 

【会社名】     株式会社シード 

【英訳名】     SEED CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】    代表取締役社長 浦壁 昌広 

【本店の所在の場所】    東京都文京区本郷二丁目40番２号  

【電話番号】     （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】    取締役管理本部長 鎌田 清 

【最寄りの連絡場所】    東京都文京区本郷二丁目40番２号 

【電話番号】     （０３）３８１３－１１１１ 

【事務連絡者氏名】    取締役管理本部長 鎌田 清 

【届出の対象とした募集有価証券の種類】  株式 

【届出の対象とした募集金額】   その他の者に対する割当    109,539,960円 

（注）募集金額は、発行価額の総額であります。 

【安定操作に関する事項】               該当事項はありません。 

【縦覧に供する場所】    株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  

③有価証券届出書（第三者）



１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】 
平成26年２月17日に提出した有価証券届出書の記載事項のうち、組込情報である第57期（自 平成24年４月１日 至 

平成25年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項が生じ、平成26年12月25日付け

で有価証券報告書の訂正報告書を提出したことから、当該有価証券報告書の訂正報告書を組込情報とするため、有価

証券届出書の訂正届出書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 
第四部【組込情報】 

 

３【訂正箇所】 
訂正箇所は＿＿＿線で示しております。 

 

第四部【組込情報】 

 

（訂正前）  

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。 

 
有価証券報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年６月27日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年10月18日 

関東財務局長に提出 

 
四半期報告書 

事業年度 

（第58期第３四半期） 

自 平成25年10月１日 

至 平成25年12月31日 

平成26年２月14日 

関東財務局長に提出 

 なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用し

て提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイド

ライン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。 

 

 

（訂正後）  

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。 

 
有価証券報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年６月27日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成25年10月18日 

関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書の

訂正報告書 

事業年度 

（第57期） 

自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 

平成26年12月25日 

関東財務局長に提出 

 
四半期報告書 

事業年度 

（第58期第３四半期） 

自 平成25年10月１日 

至 平成25年12月31日 

平成26年２月14日 

関東財務局長に提出 

 なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用し

て提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイド

ライン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。 
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